
■主な質問・意見等と市の回答 
 
（１）財政について（２４件） 
 （ア）中・長期的な財政収支の見通し 

 ２０年間の財政収支の見通しの説明があったが、市民負担の増加や行政サ

ービスの低下を招くことはないのか。 

   移行後２０年間は、歳入と歳出の均衡を保つ中で、諸事業の実施が可能なもの

であり、移行に伴う新たな市民負担はありません。また、今後、新しい総合計画

の中で実施していく事業の縮小や、市民サービスの低下もありません。 
  

 市債や財政調整基金を充てて、財政収支のバランスを調整しているように

受け取れる。政令指定都市に移行しなければ、市債等を充当する必要はない

のではないか。 

   市債の発行や財政調整基金の繰り入れは、一定のルールに従い行うもので、こ

れらにより財政収支の均衡を図ることは、政令指定都市移行に関わりなく、自治

体の財政運営制度として、その年度の財政状況により、従来から行っています。 
 

 市債発行は、民間企業の社債に置き換えて考えると、長期的な発展のため

には必要な部分もあると思うが、将来的にどのように返済していくのか。 

   政令指定都市移行に伴う市債の発行分については、移行により県から移譲され

る県税交付金等（自動車取得税交付金、軽油引取税交付金、地方道路譲与税、石

油ガス譲与税、交通安全対策特別交付金）や、宝くじ販売収益金により返済して

いくものです。 
 

 道路特定財源（県税交付金等）は、今後、一般財源化されるようだが、本

市の財政収支の見通しに影響はないのか。 

   道路特定財源は、平成２１年度からの一般財源化が閣議決定されていますが、

併せて、地方財政に影響を与えない形で行うことも決められている中で、今回の

財政収支の見通しにおける試算を行ったところです。 
 
（イ）県債償還金の負担 

 県債償還金約２５０億円は、市が負担する必要があるのか。県債償還金が

今後増額されたり、他の事業予算を圧迫して、行政サービスが低下したりし

ないのか。 

  県債償還金の負担については、県税交付金等の一部が市へ移譲されることから、

先行市の状況も踏まえ、また、本市が中・長期的に安定的な財政運営が図られる



という見通しの中で、平成１５～２１年度に発行された市内の国県道整備に伴う

県債の元利償還金を基本として、市が約２５０億円を負担することとしました

（この額は、平成２０、２１年度の県債発行額が確定していない段階での試算額

です）。 
  なお、このことにより、現在実施している行政サービスの水準が低下すること

はありません。 
 
（ウ）移譲事務経費・移行準備経費 

 今回の財政収支の見通しには、移行後に設置予定のＡ区役所の経費や、引

き継ぐこととなる津久井地域の県立診療所の維持管理費などは含まれてい

るのか。 

   Ａ区役所設置に伴う施設整備費は、情報システム改修等経費などとともに、移

行準備経費として見込んでいます。県立青野原、千木良、藤野診療所の維持管理

費については、児童相談所事業・精神保健福祉事業などとともに、移譲事務経費

として見込んでいます。 
 
（２）都市基盤・都市機能について（１４件） 
 （ア）市立病院・高校等の必要性 

 本市には、市民病院や市立高校等がないが、政令指定都市として必要性は

ないのか。 

事業の経営形態は、各地域の歴史や事情により異なるもので、市営の事業を持

つことが政令指定都市移行の要件になるとは考えていません。 
市としては、市民生活の視点で、各分野において充実したサービスを効率的・

効果的に提供することが大切だと考えており、市と民間等との役割分担の中で、

市民サービスの向上が図れるよう、取り組みを進めていきたいと考えています。 
  
（イ）交通 

 さがみ縦貫道路が開通すると、インターチェンジ（ＩＣ）もでき、市がさ

らに活性化するのでは、と期待している。 

   さがみ縦貫道路ができると、麻溝地区と城山町地域の２か所にＩＣができます。

国の説明では、相模原ＩＣまでの区間は平成２２年度、城山ＩＣまでの区間は平

成２４年度までに完成するとのことです。 
 

 市内は道路渋滞が激しく、交通も不便。バスをきめ細かく運行するなどの

対策をしてほしい。 

   バスの運行については、現在、路線の再編とともにターミナルを中心に運行す



るなどの先取的な取り組みに向けた検討をしているところです。 
道路渋滞については、交差点の改良や必要な路線の優先的整備により対応して

いくことが必要と考えています。 
 
（ウ）津久井地域の活性化 

津久井地域を活性化するには、居住人口を増やすことや、企業の進出を

促進させる施策が必要だと思う。 

津久井地域の活性化のためには、地域の経済力を高め、定住人口を増やすこと

が必要であり、ＩＣ周辺から津久井広域道路に接続するエリアは、企業進出でき

るような工業系、産業系の土地利用の創出、定住人口を増やすための住居系の土

地利用の創出などを考えています。 
 

（３）移行の意義・要件について（１４件） 
 （ア）移行の必要性 

 地方分権の時代であり、大きな流れとして、政令指定都市をめざすという

ことは理解できる。 

 

 想定している事業は、政令指定都市へ移行しなくてもできるのではない

か。 

 

政令指定都市移行のメリット・デメリットは 

   政令指定都市の特例として、幅広い権限と専門性の高い事務は県から移譲され

ること、また、市内に行政区を設置することなどがあります。これらの特例を活

用することにより、主体的な都市整備の推進、専門的で高度な保健福祉サービス

の提供、区役所を拠点とした市民サービスや地域振興の充実などを通じて、都市

としての総合力を高め、人や企業に選ばれる魅力的な都市に成長することにより、

結果として、市民福祉の向上が図られると考えています。 
なお、移行に当たっては、幅広く専門的なサービスを実施するためには、さが

み縦貫道路の整備に伴い一時的に増大する財政負担や、保健福祉分野などの専門

知識や経験を持った人材の確保、また区制への円滑な移行への対応などの課題が

あります。 



（４）広報・意見聴取について（１３件） 
 （ア）市民理解・住民投票 

 一番重要なのは、政令指定都市制度を活用して、どのような都市をめざす

のか、という点であるので、さらに市民理解を深める必要がある。 

 

 移行についての住民投票はしないのか。 

政令指定都市移行の目的、その取り組みについては、これまで、広報さがみは

らをはじめ市ホームページ等で情報提供するとともに、自治会役員会、市政懇談

会、政令指定都市推進市民協議会等の場で説明してきました。 
さらに、市内２６か所での市民説明会の開催や政令指定都市ビジョンにかかる

パブリックコメント、区制に関する意見募集などを通じて、幅広く市民の皆様の

意見や意向の把握に努めてきたところです。 
政令指定都市制度は、自治体の行政運営制度であることから、住民投票にはな

じまないものと考えています。 
今後においても、市民の皆さんのご理解を得た中で、推進していくことが大変

重要であると考えていますので、適切な広報活動や意向把握に努めていきます。 
 
（５）職員体制について（１３件） 
 （ア）人員増への対応 

 移行に伴い必要な職員増については、行政改革の中で、全体の人員は増や

さないというが、行政サービスの低下につながらないか。 

 
 １５０人の職員増に伴う１２億円の人件費については、どのように対応す

るのか。 
 

 市民一人当たりの職員数でみると、市は、全国的にみてもトップレベルの

効率性がある。移行後も効率的な行政運営を続けてほしい。 

 

 指定管理者制度など民間委託の推進について、問題はないのか。 

移行に伴う業務は、簡素で効率的な行政運営を進め、全体的な職員数の減員を

行う中で、市民サービスの低下を招くことなく対応します。併せて、職員給与制

度の見直しを行うことにより、移行に伴う人件費は増加しないものと見込んでい

ます。 
なお、現在、指定管理者により行われている事業は、概ね好評であり、包括外

部監査も受け、よりよい行政サービスが提供できるよう努めています。 



 
（イ）職員の育成 

 政令指定都市になると、より高いレベルの行政対応が求められる。経済や

環境、教育など、各分野で高度な判断ができる経験や知識を備えた専門家が

必要。民間企業出身者の活用を含め、政令指定都市にふさわしい職員の育成

に努めてほしい。 

事務の移譲に伴い、専門的な知識や経験が必要となる保健福祉や土木の分野に

ついては、県と市の間で、職員派遣を行うなどにより、専門的な職員の育成を図

り、円滑に事業が実施できるよう、対応していきます。 
 
（６）移譲事務について（１０件） 
 （ア）保健福祉サービスの向上 

児童相談所や精神保健福祉センター等の移管により市民が受けるメリッ

トは何か。 

児童虐待や精神保健の問題など社会的に大きな課題となっている分野の専門

的な行政サービスを、より身近な自治体である市が総合的に行うことにより、市

民福祉の向上が図られます。 
  
 （イ）市立診療所の統廃合について 

県立診療所（３診療所）の移管により、市立診療所は６施設となるが、

統合・再編はされるのか。 

市立診療所は地域医療の重要な役割を担っており、当面、統合再編は考えてい

ません。 
 
 （ウ）国・県道の管理について 

国道や県道の管理には、相当の技術が必要と思うが、市の対応は 

国道や県道の維持管理には、専門的な知識や経験が必要であることから、県市

間でお互いに職員の派遣を行うなど、円滑な事務移譲に向け、対応することとし

ています。 



（７）選ばれる都市づくりについて（６件） 
 （ア）知名度の向上・政令指定都市制度の活用 

相模原市は、横浜市、川崎市に比べ、全国的な知名度が低い。本市の知

名度アップの方策について伺う。 

 
市長が話した選ばれる都市づくりについては、これまでの本市に欠けて

いる視点であり、共感する。政令指定都市の制度をうまく活用し、他市に

先行して、まちづくり、住環境、福祉など市民が喜ぶ施策を実施してほし

い。 

 
最近、政令指定都市になった浜松市は楽器やバイク、うなぎなどで知ら

れている。本市も全国に誇れるものがほしい。 

本市は、短期間で急激に人口が増えた都市であり、先行市のような歴史的な蓄

積というものがありません。インフラ整備にしても、市制施行当時、未整備だっ

たものが、先人の努力や市民の皆さんのご協力により、ようやく整ってきたとこ

ろであり、首都圏南西部での広域交流拠点都市としての役割を、一層、果たすべ

きときだと考えています。 
選ばれる都市となるために、政令指定都市制度を活用したまちづくりを進める

ことで、新しい相模原文化、情報の発信ができるようにすることと同時に、最終

的な目標としては、市民の皆さんに｢相模原に住んでよかった｣と言ってもらえる

取り組みを進めていきたいと考えています。 
 
（８）区制について（４件） 
 （ア）行政区画の編成（区割り）案決定の過程 

区割りはどのように決まったのか。 

 
Ａ区はバランスが悪い。もっと、時間をかけて市民の意見を聞いてほし

い。 

区割りについては、今年の１月に素案をお示し、意見募集を行った後、市民の

皆さんにもご参画いただいている相模原市行政区画等審議会で審議・答申してい

ただきました。市では、この答申を尊重するとともに、パブリックコメントでの

市民意見を踏まえ、区割り案を決定したものであり、今後は、地域の特性を活か

し、各区の地域づくりを、市民の皆さんとともに進めていきたいと考えています。 
  



 （イ）市民協働による新たなまちづくりの仕組み 
新たな仕組みとして、区民会議等が設置されるとのことだが、議会との

役割分担も含め、仕組みが複雑になるのではないか。 

区民会議は、それぞれの区が持つ資源や人材を活かしたまちづくりを進めるた

めに、各区に設置することとしています。新たな仕組みの導入にあたっては、議

会との役割をしっかり精査しながら進めていきます。 
 
（９）都市計画について（２件） 
 （ア）線引きについて 

地域住民の意向に反して、なぜ、線引きを行うのか。 

   線引きは、無秩序な市街地の拡大を防ぎ、道路や下水道等の公共施設の効率的

な整備を行い、計画的なまちづくりを進めることにより、多くの人々にとっての

暮らしやすさを早期に確保するために行うものです。 
これにより、津久井地域のしっかりとしたまちづくりを行いたいと考えていま

す。 
 
（１０）その他（４件） 
 （ア）市議会議員の定数・報酬について 

政令指定都市になると、市議会議員の定数や報酬に変化はあるのか。 

   政令指定都市になると、市議会議員の選挙は行政区ごとに行われることになり

ます。各行政区の議員定数については、各区の人口に応じて決めることとなりま

すが、市議会議員定数の総数については、今後、市議会において検討することと

なります。 
また、議員報酬につきましては、相模原市特別職報酬等審議会において、必要

な審議を行った上で、判断するものと考えています。 
 


